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第１章 第２次事前評価調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

 タイ農業・協同組合省では第 9 次国家社会経済開発計画（2001 年～2006 年）に基づき、農業分

野の重点課題を達成するべく、関連政策の立案・実施を試みている。政策の立案、事業計画の実

施に際しては省下の農業経済局が提出する農業統計データが重要な基礎情報となっているが、現

在のところその精度が十分ではなく、中央並びに地方レベルでの改善が望まれている。また、タ

イは ASEAN 加盟国の中心的役割を担っていることから、各国の農業統計改善に貢献することが

期待されている。 

このような役割をタイが担うためにはタイ農業・協同組合省自身が農業統計情報を収集、分析

及び利用するための精度の高い技術を習得し、農業統計活動の円滑化を目指すと共に、将来的に

は ASEAN 各国への普及を念頭においた農業統計モデルの開発を行うことを目的にタイ政府はプ

ロジェクト方式技術協力を日本政府に要請してきた。 

他方、2001 年にインドネシアで開催された「ASEAN＋3 農林大臣会合」において、同地域の食

料安全保障の強化を図る観点から、①東アジアにおける米備蓄管理システムの設立に向けた調査

の実施、②FAO との連携のもとでの ASEAN 食料安全保障情報システム（以下、AFSIS）の開発

について合意され、日本政府はそれぞれの実施、開発について必要な支援を行うことを表明した。

このうち、②の AFSIS については、①の米備蓄システムの円滑な運営、あるいは国・地域を単位

とした食料需給政策の適切な実施に資することを目的として、各国の信頼性の高い食料・農業統

計情報を整備し、整備された情報を集約し、地域全体の食料の過不足の状況等を正確に把握・監

視する仕組みを構築するものである。そのための情報の集約・発信拠点としてタイに ASEAN 食

料安全保障情報センター（以下、「AFSIC」）を設営することが計画されている。これを受け、日

本政府は、平成 14 年から 5 年間、農林水産省を通じて FAO と ASEAN へのトラストファンドの

拠出による「アジア食料安全保障情報化推進事業」を実施し、AFISIS の開発を支援することとし

ており、平成 15 年年明け早々には事業を開始する。 

このような経緯から、本案件は平成 15 年度実施協議案件として採択され、JICA は平成 14 年 7

月に第 1 次事前評価調査（以下、「1 次調査」）を実施し、要請の背景やタイにおける農業統計関

連情報の収集を行うと共に、実施機関である農業経済局との協議を通じて新規案件の大枠を決定

した。 

また、1 次調査では明らかにならなかったタイ側の予算及び実施体制等に関し、タイ側で十分

検討を行い、8 月末までに JICA タイ事務所を通じて回答するよう調査団から申し入れた。更に、

第 2 次事前評価調査団については、AFSIS 技術会合結果及びタイ側からの懸案事項に対する回答

を検討したうえで派遣を進める旨併せて申し入れた。この結果、タイ側からの回答を基本として

第 2 次事前評価調査団を派遣し、下記 1-2 の目的に添って実施に向けた準備を進めることが適当

と判断されたため、本調査団の派遣を行うこととなった。 
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１－２ 調査団派遣の目的 

(1) 1 次調査により合意されたプロジェクトの枠組みをベースとして、タイ側 C/P 候補者及び 

調査団による PCM ワークショップを行い、プロジェクトの詳細計画（投入計画、具体的活

動 

など）を検討すると共に、PDM（案）を作成する。 

(2) プロジェクトドキュメント案（和文、英文）及び事前評価表（和文）を作成する。 

(3) プロジェクト実施に必要な追加情報を収集する。 

(4) タイ側関係者に PCM に基づくモニタリング及び評価手法を紹介する。 

 

１－３ 調査団の構成 

氏  名 担当分野 所        属 

藤井 智 
 

総括 
 

国際協力事業団 
農業開発協力部農業技術協力課 課長代理 

國光 義彦 
 

統計技術 農林水産省 
大臣官房統計情報部国際統計室 課長補佐  

大竹 孝泰 
 

プロジェクト 
効果分析 

株式会社 レックス・インターナショナル 
取締役 

菊地 由起子 
 

協力計画 国際協力事業団 
農業開発協力部農業技術協力課 職員 

 

１－４ 調査日程 

月日 曜日 行程 宿泊地

12/1 日 プロジェクト効果分析団員 
 福岡発 12:00（TG/JL649）→バンコク着 15:50 
その他団員 
 成田発 16:00（JL703）→バンコク着 20:50 

バンコク

12/2 月 午前：JICA、大使館及び日本人専門家との打合せ 
農業・協同組合省国際農業関係部表敬訪 

午後：農業・協同組合省農業経済局での PCM ワークショップ実施 
（参加者分析） 

↓ 

12/3 火 午前：PCM ワークショップ実施（問題分析、目的分析） 
午後：日本人専門家及び団内打ち合わせ 

↓ 

12/4 水 終日：PCM ワークショップ（PDM 作成） ↓ 

12/5 木 農業経済地域事務所（Zone14）での聞き取り調査 ↓ 

12/6 金 終日：農業経済局でのプロジェクト詳細（PDM 含む）にかかる協議 ↓ 

12/7 土 団内打ち合わせ及びミニッツ（案）作成 ↓ 

12/8 日 ミニッツ（案）作成 ↓ 

12/9 月 終日：農業経済局でのミニッツ（案）にかかる協議 ↓ 

12/10 火 ミニッツ（案）の修正及び資料整理 ↓ 

12/11 水 AM：ミニッツ最終確認、ミニッツ署名・交換 
PM：JICA への調査結果報告 
   農業・協同組合省国際農業関係部へ調査結果報告 
バンコク発（プロジェクト効果分析団員以外）22:35（JL718）→ 

↓ 

12/12 木 プロジェクト効果分析団員 
 ①プロジェクトドキュメント（案）作成 

↓ 
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 ②タイ側関係者への PCM 手法説明など 
 

↓ ↓         ↓ ↓ 

12/26 木 JICA 事務所への報告、帰国準備等 機中泊

12/27 金 バンコク発 01:00（JL648）→福岡着 08:00   
 

１－５ 主要面談者 

(1) 農業・協同組合省国際農業関係部 

Pint korsieporn                         部長 

 

(2) 農業・協同組合省農業経済局 

Adisak Sreesunpagit                     局長 

Anchalle Ooraikul                       副局長 

Montol Jeamchareon                    農業情報センター農業予測情報課長 

Prakobkit Phusirimongkol                農業情報センター農業経済情報課長 

 

(3) 日本人専門家 

宮永 豊司（JICA 専門家／農業開発計画） 

     岩濱 洋海（JICA 専門家／タイ及び ASEAN 諸国の食料安全保障計画） 

     江浦 公彦（FAO 専門家） 

 

(4) 日本大使館 

八百屋 市男             一等書記官 

 

(5) JICA タイ事務所 

   中井 信也              所長 

   高島 宏明              次長 

   沖浦 文彦              所員 
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第２章 要約 

  

 本案件は、タイ国内農業統計、農業経済分析及び ASEAN＋3 カ国地域における食料安全保障の

中で中心的な役割を担う事を期待されている同国の農業・協同組合省農業経済局の強化を目標と

したプロジェクトである。本調査団では、前調査において相手側と合意されたプロジェクト目標

を基本として、相手側関係者を集めワークショップを開催する事により、具体的な成果、活動を

検討し、プロジェクトデザインマトリックス（PDM）としてとりまとめた。 

 本プロジェクトは、平行して進む日本のトラストファンドによるアセアン食料安全保障プロジ

ェクト（2003 年 1 月開始）、FAO プロジェクト（実施中）との連携が必須であり、今後、本プロ

ジェクトの実施スケジュールを検討するとともに、各プロジェクトの成果の受け渡し等具体的な

連携スケジュールを取りまとめる必要がある。 

 プロジェクトに対する相手側の準備体制としては、予算、人材、プロジェクトを受け入れるた

めの設備は、中央レベルでは概ね整えられた状況にある。一方、現在タイ国は、これまで全国 24

箇所あった農業経済地域事務所を 9 カ所へ統合を進めている最中であり、地域事務所においては、

その準備が進められている（2003 年 1 月より新体制が発足）。本プロジェクトは、タイ国農業統

計実施組織全般の強化に係わろうとするものでなく、主に中央レベルでの統計、経済分析に関係

する人材の育成、中央と地方との迅速なネットワークの構築、地方に対しては、研修を通じて技

術の向上を図ろうとするものである事から、地方から中央に至る農業統計を支えるための体制が

十分に整っている事が前提条件であり、プロジェクト実施までには、十分に確認する必要がある。 
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第３章 タイ国内における農業統計活動の現状と課題 

 

３－１ 農業経済局の組織改編と今後の課題 

 タイでは 2002 年 10 月に全省庁あげての組織改編を実施しており、本プロジェクトの実施機関

となる農業・協同組合省農業経済局内おいてもその体制に若干の変更があった。 

 農業統計及び経済分析を担当している農業経済局は、次の図の通りバンコクにある５つの部署

と各地域での農業統計活動を行う農業経済地域事務所（AEZO）で構成される（付属資料Ⅱ-2(1)）

参照）。 

図 1 農業経済局組織図 

農業経済局

行政システム開発グループ

内部会計検査

秘書室 農業経済研究部 農業情報センター

農業政策・
計画開発部

経済プロジェクト・
プログラム評価センター

農業経済地域
9事務所  

また、5 つの部署の内プロジェクトの実質的な C/P になると想定される農業情報センターは次

の 8 課から構成される（付属資料Ⅱ-2(2)参照）。 

 

図 2 農業経済局農業情報センター組織図 

農業情報センター

総務課

作物情報課 多年生作物情報課 畜産・水産物情報課

農業経済情報課 情報技術データベース課 農業予測情報課

地理情報システム課
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 また、AEZO については大幅な組織改編を進めており、現在の 24 事務所体制を 2003 年 1 月 9

日から 9 事務所体制に変更する計画である（添付資料Ⅱ-2(4)参照）。これは、農業統計システム

の強化を目的としたものであり、調査団が訪問した Chainat（Zone14）においても事務所の改築工

事が行われる等着々と準備がすすめられていた。 

 改編後の AEZO では、職員は全て 9 事務所に移ることになるが、本省からの人事異動も含め、

AEZO 全体の職員数は若干増員される予定である（添付資料Ⅱ-2(5)参照）。また、各 AEZO の業

務は、農業情報グループ、農業開発計画グループ、研究及びプロジェクト評価グループの 3 つの

業務部門と総務課が設置されることになる。 

 なお、農業統計調査については、各 AEZO の調査員が出張ベースで管轄地域を訪問することに

なるが、例えば Zone14 でも一番遠い地域までは 400km 以上になるため、調査員の負担並びに燃

料費の増加等が懸念される。本プロジェクトではバンコクの農業情報センターC/P が中心となり

各 AEZO 職員に対して農業統計調査に係る研修を行うことになるが、その前提としてタイ側は新

体制（特に地方レベル）下での統計活動を出来る限り早期に確立させる必要がある。 

 

３－２ タイ国における調査の実施体制と調査手法 

 タイ国では、農作物の収穫面積、収穫量を決定する方法として、(1)標本調査による方法のほか、

(2)モニタリングによる方法、(3)重回帰式による推定の 3 つの方法が採用されている。これらの

調査方法の概要は次の通りである。 

 

３－２－１ 標本調査 

  (1) 調査体制 

       OAE が毎年農作物ごとに標本数を州、県、村別に決定し、収集期間、締切日も併せて地

域調査事務所の AEZO に通知する。AEZO は、村が管理している農家名簿から、1 村当り

10 標本をランダムに抽出し、村長から任命されている Volunteer とよばれる調査員に示し、

調査を行わせる。この Volunteer は高卒程度の能力はあるものの、調査員としての十分な教

育を受けておらず、また固定化もされていないという問題がある。 

    調査票は AEZO に集められ、審査の後、すべて OAE に送られるが、膨大な量の書類と

なるため、昨年から米についてのみパソコンで入力し、FD で報告することになった。しか

し、昨年は初年度であったことから、入力ミス等の多くの問題が発生した。 

 

(2) 調査品目と調査回数 

       調査品目は、米、とうもろこし、大豆等の 20 品目で、調査は作物の生育状況に応じて行

われ、1 年間の延べ回数は 30 回である。1 回の調査で数品目行われ、例えば米の場合、乾

季と雨季で 2 回実施されている。 
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(3) 標本数と全国値の推計方法 

       標本数は農作物により異なり、約 5 万ある村の中から、全国ベースで例えば米で 2,000

村（1 村当たり 10 農家）、とうもろこしで 1,700 村が抽出されている。推計方法は、まず村

ごとの 1 農家当りの平均収穫面積・収穫量を算出し、これに村の農家数をウエイトとし、

県の平均収穫面積・収穫量を算出し、これを積み上げて全国の収穫面積・収穫量を算出し

ている（昨年度米の目標精度は 10％、実績精度は 2％であった。その他作物の目標精度 15％

である。）。 

 

(4) その他 

Volunteer が割り当てられた標本農家に出向き、マニュアルどおりに調査しているのかを

チェックするため、調査終了後に総標本数の 10％を抜き打ちで審査する Sample Check 調

査を行っている。 

 

３－２－２ モニタリング調査 

  標本調査とは別に、AEZO の職員が村の担当者や農家から情報に加え、現地を巡回して本年

産の農作物の収穫量、収穫面積を県ごとに作成し、OAE に報告している。OAE ではこれを基に

全国値を作成し、農作物の収穫面積・収穫量決定の資料としている。 

 

３－２－３ 重回帰式による推計 

  標本調査及びモニタリング調査に加え、重回帰式による方法で予測を行っている。この方法

は、昨年の収穫面積、農作物の価格、肥料の価格、降水量、補助金等の要素を回帰式（直線、

曲線）投入し、本年産を予測するものである。この予測は米の場合で年 4 回行われている。 

 

３－２－４ タイ国における収穫量の決定 

  本年産の決定は、3 つの調査結果を基に決定されることになるが、基本的には標本調査結果

を採用しており、他の 2 調査と大きく食い違っている場合には、検討に時間を要するとのこと

であった。 
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第４章 PCM 計画立案ワークショップ 

 
４－１ ワークショップの概要 

調査団は 12 月 3 日より 2 日間にわたり、調査団員、日本人専門家並びにタイ側の C/P 候補者を

含む関連職員、合計 20 名程度とともに本プロジェクトの計画立案のためのワークショップを実施

し、PDM の取りまとめを行った（参加者は添付資料Ⅱ-3 参照）。 

ワークショップでは JICA スキーム並びにプロジェクトの背景を説明し、その上で以下に述べ

る通常の計画ワークショップの手順をふみ PDM を取りまとめた。 

(1) 状況把握のための OAE に関する関係者分析 

(2) 取組むべき中心問題の見極めと問題の因果関係階層構造を明らかにするための問題分析 

(3) 階層構造化された問題解決方法を確かめるための目的分析 

(4) プロジェクト成形のための PDM 取りまとめ。 

 

４－２ 参加者分析 

本プロジェクトのターゲットグループとして考えられている OAE の現状を分析するため、OAE

に関する参加者分析を実施した。分析項目としては、「これまでの使命」、「新しい使命と期待」、

「弱点」、「問題点」を主に分析を行い、「強み」、「現在の能力」、「可能性」等については例示する

にとどめた。 

以下に、各項目の主な内容を記す。 

これまでの使命 

－政策立案への情報支援 

－農業指標の予測、生産高・価格等 

－生産量の把握 

新しい使命と期待 

－新しい農業調査の設計 

－新しい統計手法の獲得 

－よい情報システムの構築 

－標準化された農業情報、有効で全部をカバーする情報、正確な情報 

－修正された経済モデル 

－ASEAN 食料安全保障情報システムにかかわる情報の保有 

－データ処理・計算システム 

弱点 

－コンピュータのパッケージソフトウェアに関する知識の不足 
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－知識の狭さ（欠如） 

－国際標準に配慮していない 

－データの品質が悪い 

－元データ・実データがないことや正しくないことがある 

－必要な時までにデータ・情報がそろえられない 

－さまざまな組織で同じような統計を作成している 

－統計やデータの統一性がない（MOAC 内でも） 

－予算や人員、機材の限界や不足 

問題 

－利用者が、確証のある情報、より多くより詳しい情報を要求する 

－政策立案者が統計と分析に満足していない 

－コンピュータによる計算結果が正確ではない 

－いくつかの項目については何年間か調査を行っていない （継続性が必要） 

－政治の影響が大きすぎる 

－経済分析用の適切な手段（ツール）がない 

－長期間にわたり教育訓練が実施されていない 

－データ調査のための長期計画がない 

－農民が自分たちの農作活動をよく記憶していない 

－農民が本当のことを話してくれない 

－分析に当たって、他機関との連携がない 

－AFSIT センターを運営するには力不足 

強み・現在の能力・可能性に関しては、「実際に農業統計調査・経済分析を実施している」、「調

査・分析も一応のレベルに達している」、「職員の教育程度が高い」、「省内上層部の統計・経済分

析に対する関心が高い」などが挙げられる。 

 

４－３ 問題分析 

問題分析では、これまでの協議を踏まえ、中心問題として「OAE が農業統計分野で ASEAN に

おける先導的・指導的機関ではない」を設定し、ワークショップを行った。この結果、この問題

に関する問題のグループ化まで分析を進めることが出来た。 

これらのうち、プロジェクトにかかわるもののみを整理し、構造化したものが添付の図（Problem 

Tree）である。ここでは、中心問題の直下の問題として以下のものが挙げられている。 

－統計と分析の公表が必要な時期に間に合っていない 

－統計情報が高度な分析を行うのに十分ではない 

－分析・予測が正確ではない 

－AFSIS 向けの国際研修を実施する能力がない 
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－AFSIS 向けの予測モデルを開発する能力がない 

－AFSIS 向けの情報ネットワークがない 

また、全体にかかわる問題として以下の 2 つが挙げられている。 

－集合研修を実施する能力がない 

－データ通信能力が低く・総合的農業統計データベースが確立されていない 

このほかに、この問題分析図に取り上げられていない問題点として、「分析に当たって、他機関

との連携がない」が挙げられた。 

 

４－４ 目的分析 

目的分析については、後述のワークショップの経緯に述べるような理由から、添付（Objective 

Tree）の仮の参考用目的分析図を日本側で準備、配布し、以下の説明を加えるにとどめた。 

プロジェクトのアプローチ 

本プロジェクトが対応しようとする主たる問題点は、国内に起因するものと国際的状況に起因

するものとの二面性があるが、国内に起因する問題を解決することは、国際的状況に起因する問

題の解決に貢献することにつながるものである。業務の根幹かかわる技術・知識、研修能力、情

報ネットワークに関する能力を高めることは、ASEAN 食料安全保障情報・研修センター（AFSIT

センター）を運営する基礎となり、また同時に、改善された統計・分析活動は ASEAN 食料安全

保障情報システム（AFSIS）でのお手本となることが期待されている。 

この観点から、プロジェクトが採用するアプローチは次の 2 グループに分けられる。AFSIT セ

ンター関連のものと OAE そのものにかかわるものである。AFSIT センター関連のアプローチつい

ては、同センターが ASEAN の支援の下にあり、また、JICA の本プロジェクト実施の枠組からも、

実務を通じた教育訓練と技術移転による人材育成に限られる。 

農業統計並びに農業経済分析にかかわる活動を向上させるアプローチについては、本プロジェ

クトは基本的に本局の職員に対する人材育成アプローチを取り、付加的に情報ネットワーク確立

のための資機材並びに教育施設整備のための資機材を供与するものである。組織改善並びに新し

い技術や取組みを普及させてゆくことには、人材育成能力の整備という面からの関与にとどめる。 

大きな問題点には、時間と精度・信頼性がかかわっており、本プロジェクトはこの両面に対して

取り組むものである。この二つは、相互にかかわっているため、一つの対策がこれらの両方にか

かわることは珍しくない。 

本プロジェクトは、業務の根幹にかかわる技術・知識の向上についてはデータ調査並びに経済

分析手法に重点をおく一方、情報ネットワークシステムの導入により、時間の短縮をも含む業務

の全般的な向上を図る。 

本プロジェクトはまた、「一度作り上げてからそれを改善する」というアプローチを取っている

ことを強調しなくてはならない。具体的には、プロジェクトの開始後 3 年間を目処にアウトプッ

トして挙げられた目標をある程度のレベルでとりあえず達成し、残りの期間での改善を意図して
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いること意味している。 

ワークショップの経緯 

ワークショップを行った際、プロジェクトの背景説明として事前に説明していたにもかかわら

ず、本プロジェクトと ASEAN 食料安全保障情報システム（AFSIS）並びに ASEAN 食料安全保障

情報・研修センター（AFSIT センター）の関係を参加者がなかなかよく把握することが出来てい

なかった。このため、この関係を今一度整理し、参加者に説明、その理解を得るために相当の時

間を要した。 

具体的には、タイ側担当予定者のほとんどが AFSIT センター業務を兼任することになるため、

本プロジェクトの業務と AFSIT センター業務を混同しやすくなる点がまず挙げられる。また日本

側としても、本プロジェクトが人材育成を通じて AFSIT センター業務に貢献してゆく際に、どの

程度の指導までが人材育成として捉えられることになるのかが、議論となった。 

またこれらの点を踏まえ、参考用の目的分析図を日本側で用意し配布が、この分析図の作成に当

たっては、関係概念のわかりやすさを優先したため、後述の暫定的プロジェクトの基本的枠組と

は異なる表現を用いていることをここに注記する。 

 

４－５ PDM の取りまとめ 

PDM を取りまとめるにあたっては、これまでの打合せ内容を反映した、プロジェクトの概要の

みを記した仮の PDM も配布し、前述のプロジェクトのアプローチを前提に作業を行った（添付

PDM 参照）。 

PDM を取りまとめるにあたって、指標に関しては、プロジェクトの性質から現況把握を現段階

で十分に行うことが難しい状況に鑑み、具体的数値は現況に関する詳細な基礎調査を終えてから

行うこととし、具体的数値目標を設定することはあえて避けた。 

また、指標の内容の適切性についてもある程度は確保されているが、プロジェクトの実施後に

改善してゆくことが望ましいものも少なくない。 

 

４－６ モニタリングと評価に関する説明会 

また、12 月 20 日、ワークショップのタイ側メンバーの出席の下、PCM によるモニタリングと

評価並びにプロジェクトの運営管理に関する説明会を実施した。 

説明会では、活動計画表（PO）の説明並びに PDM と PO の実際の活用法をプロジェクトマネ

ージメントとの関連で説明し、モニタリングと評価との関連をこれに加えた。さらに、評価 5 項

目と評価のタイミングについての説明を実施した。 
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第５章 プロジェクトの枠組み 

 

本調査団は、1 次調査で合意されたプロジェクトの枠組みをもとに、タイ側関係者との協議、

PCM ワークショップ並びに農業経済地域事務所での聞き取りを通じて、下記の通りプロジェクト

の詳細な枠組みを暫定的に決定した。 

 

５－１ 基本計画 

(1) 留意点 

本プロジェクトの根幹に関わる点及び 1 次調査からの変更点に関し、関係者の共通認識を

図るため、ミニッツには Remarks として次の点を記載した。 

  1) 本プロジェクトのタイ側実施機関である農業経済局は、タイ国内の農業政策の観点から 

期待されている役割と、ASEAN 食料安全情報研修センター（以下、「AFSIT Center」）を運 

営していくという役割を両方担うことになる。但し、本プロジェクトは広域協力ではない 

ため、農業経済局の人材育成を通じて AFSIT Center を支援することになる。また、タイ国 

内の農業統計及び経済分析の強化は AFSIT Center での活動を通じて ASEAN 各国へのモデ 

ルになることが期待されている。 

2) 上位目標の順番（並び）に関し、スーパーゴールである「ASEAN＋3 地域における食料

安全保障の枠組みが強化される」を念頭に置き、AFSIT Center に関連するものを 1 つ目に

設定し直した。 

3) 成果に関し、AFSIT Center が主体となって達成されるべき成果が 2 つ設定されていたが、

意図する内容をより明確にするため 1 つにまとめたほか、順番（並び）についても、上記

2)の考え方と同様、AFSIT Center に関連するものを 1 つ目に設定し直した。 

4) 活動に関し、次の 2 点を明記した。 

    ・農業統計調査手法の内容としては、標本調査を基本としたモニタリング調査、坪刈り調

査並びにテープ計測手法の導入が想定される。 

    ・分析手法の内容としては、投入産出モデル、マクロ経済モデル並びに需給予測モデルの

導入が想定される。 

 

(2) プロジェクトタイトル：農業統計及び経済分析開発 

    

(3) 協力期間：5 年間 

 

(4) プロジェクト目標：OAE がタイ国内の農業政策及び ASEAN 食料安全保障情報システム

（AFSIS）における統計情報及び経済分析の拠点として確立する 
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(5) 上位目標 

1) AFSIT Center で開発された統計情報及び経済分析手法が ASEAN 各国で活用される 

2) 農業・協同組合省農業経済局（OAE）が提供する正確な統計、情報及び経済分析により、

更に効果的効率的な政策及びプログラムが農業協同組合省により立案・実施される 

 

(6) スーパーゴール：ASEAN＋3 地域における食料安全保障の枠組みが強化される 

 

(7) 成果と活動：成果 1)は AFSIT Center に関する内容、成果 2)～5)は OAE に関する内容であ 

るため、暫定版 PDM にもその旨明記した。 

＜AFSIT Center＞ 

成果 1) 情報ネットワークシステムと需給予測を主とした ASEAN 加盟国向けの農業経済 

分析のための OAE の人材が開発される 

1.1  OAE 職員の能力を養成する：適切な AFSIS 向け情報ネットワークシステム 

（INS）を調査研究する能力 

1.2  OAE 職員の能力を養成する：INS を開設、運営、維持する能力 

1.3  INS の利用方法を OAE 職員に訓練する 

1.4  経済分析に関する OAE 職員の能力を、実務経験を通じて強化する 

1.5  OAE 職員の能力を養成する：経済分析モデルを ASEAN 各国向けに修正する   

能力 

1.6  経済分析と INS の研修にかかわる OAE 職員の能力を開発する 

1.7  関係する職員の能力をモニターする 

 

＜OAE＞ 

成果 2) 9 つの農業経済地域事務所（AEZO）のデータ収集手法（米穀を主とする）が改善 

される 

2.1  客観的データ調査手法を導入する 

2.2  現在のデータ収集方法を改善する 

2.3  新規手法と改善した現行手法について、9 つの AEZO 職員を対象とした研修を 

実施する 

2.4  これらの手法によるデータ調査を立ち上げる 

2.5  AEZO 職員に対する現場での技術指導を行う 

2.6  これらの調査業務を日常業務化する 

2.7  調査業務をモニターし、評価する 

2.8  必要に応じ業務内容を修正する 
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成果 3) OAE-9 AEZO 間の情報ネットワークシステムが確立される 

3.1  情報ネットワークシステム（INS）を設計する 

3.2  OAE と AEZO を結ぶ INS を開設する 

3.3  データ入力と INS上でのデータ利用インターフェースを含む INS 向けデータ 

ベースを開発する 

3.4 INS 上のデータ分析プログラムを開発する 

3.5 ネットワーク運営管理、データベース管理、ネットワーク維持に関する研修を 

実施する 

3.6  INS の利用者研修を実施する 

3.7  INS の運用・維持管理を行う 

3.8  INS の利用状況をモニターする 

3.9 必要に応じ、INS を改善する 

成果 4) 農業経済分析手法が開発される 

4.1 利用可能な経済分析手法並びに現在 OAE が実施している経済分析業務の調査 

研究を行う 

4.2  OAE に適した手法を見極める 

4.3 特定のモデルを開発する 

4.4 開発したモデルを検証する 

4.5 モデルに関する利用者研修を実施する 

4.6 モデルの利用状況と経済分析業務をモニターする 

4.7 必要に応じモデル並びに経済分析業務を改善する 

成果 5) 研修実施能力が開発される 

5.1  必要な研修プログラムを確認する 

5.2  研修計画を作成する 

5.3  研修プログラムを開発する 

5.4  研修トレーナーを養成する 

5.5  研修プログラムを実施する 

5.6  研修活動と研修修了者をモニターする 

5.7  必要に応じ研修プログラム並びに研修活動を改善する 

 

＜全般的活動＞ 

以下の項目は、プロジェクト実施の基礎的活動であるが、直接上記の成果につながるもの

ではないため、General Activities として暫定版 PDM に含めた。  

6.1 運営管理並びに実施のために必要な組織を設立する 

6.2 必要に応じ指標の目標値設定と現況の基準値調査を実施する 
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6.3 必要な調達手続きを管理運営する 

５－２ 投入計画 

(1) 日本側 

1) 長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整／研修、農業統計調査、データ集計／情報

ネ 

ットワークシステムの合計 4 名についてタイ側と合意した。 

2) 短期専門家：必要に応じて派遣する。 

3) C/P 研修の実施 

4) ローカルコスト負担：必要に応じて一部負担する。 

5) 機材供与：コンピュータ、車両、坪刈り用機器など 

機材供与に関し、本調査団は内容及び数量を決定する権限を持たないため、タイ側から希

望する機材リスト（添付資料Ⅱ-4(1)参照）を受け取ったが、日本に持ち帰り関係者間で検討

する旨伝えた。また、機材リストに GPS（衛星を利用して面積を測定する機器）が含まれて

いたが、現在日本でも使用していないことから、プロジェクト開始後に専門家と相談してそ

の必要性を検討することとなった。 

また、本プロジェクトの活動をする上で必要不可欠と思われるコンピュータ関連機器に関

しバンコク市内の家電製品店を調査したところ、コンピュータ（デスクトップ型、ノートブ

ック型）、プリンター、電圧安定機器等の必要機材はタイ国内での調達が可能であり、また、

全国に代理店のある会社から購入すればアフターケアにも対応できることから、現地調達で

問題ないと考えられた。 

 

(2) タイ側 

1) 施設等の提供：専門家執務室等を必要に応じて提供する。 

2) C/P 配置：日本人専門家の C/P、補助職員 

タイ側は既に各活動を円滑に進めるためのワーキンググループを結成しており、補助職

員についても十分な人数を準備しているとのことであった。 

3) ローカルコスト負担：研修等の実施経費、機材の維持管理費など 

タイ側は本プロジェクトの早期開始を強く希望しており、実施予算についても既に 2003

年度（2002 年 10 月～2003 年 9 月）分は 4.6 ミリオンバーツ（約 1,300 万円）を確保してい

る。（但し、AFSIS プロジェクトへの予算含む）当初、タイ側はプロジェクト予算としてほ

ぼ倍額を予算局に要求していたものの、プロジェクトが開始されていないとの理由から大

幅にカットされたが、来年度以降も最低本年度以上の予算は確保される見込みとのことで

あった。プロジェクト開始前の現段階では、この予算が十分か否かの判断はできないが、1

次調査時に懸案であった供与機材の維持管理費についても来年度からは極力一般予算に組

み込む予定とのことであった。 
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５－３ タイ側プロジェクト実施体制（タイ側の案は付属資料Ⅱ-5 参照） 

(1) プロジェクトアドバイザー：農業経済局局長  

(2) プロジェクトダイレクター：農業経済局副局長 

タイ側からの強い希望により、農業経済局長をプロジェクトアドバイザーとして配置し、

同副局長をプロジェクトの最高責任者であるプロジェクトダイレクターとした。 

(3) 副プロジェクトダイレクター：農業経済局農業情報センター所長 

(4) プロジェクトマネージャー：農業予測情報課長 

タイ側の中心人物として調査団との協議を進めていたMr. Montolをプロジェクトの実務責

任者として配置した。 

(5) 副プロジェクトマネージャー：農業情報センターの各課の中から 3 名を選んでマネージャ

ーを補佐することとした。 

(6) チーフアドバイザーはプロジェクトの実施に関するあらゆる点に関し、タイ側の責任者レ

ベルに助言を行う。 

(7) 日本人専門家は必要な技術指導や助言をタイ側 C/P に行う。 

(8) プロジェクトを効率的かつ成功裡に実施するために合同調整委員会及び運営委員会を設置

する。 

(9) OAE 職員は本プロジェクトの C/P であると同時に AFSIT Center 職員としての役割も担う  

ことになる。日本人専門家は OAE 職員に対する技術指導を通じて AFSIT Center も支援する。 

 

５－４ プロジェクト運営体制 

 プロジェクトを円滑に進める観点から、合同調整委員会及び運営委員会を設置する。なお、い

ずれの委員会もそれぞれの委員長の判断により下記以外の関係者も委員会に参加することができ

るものとする。 

(1) 合同調整委員会：少なくとも年 1 回及び必要が生じた際に開催するものとする。 

1) 機能 

a. プロジェクトの年間計画を策定する 

b. 年間計画の達成及び協力活動全体の進捗状況に関する検討を行う 

c. プロジェクトの実施上生じる、またはプロジェクトに関連する主要課題について検討及 

び意見交換を行う 

d. FAO トラストファンドによるプロジェクトとの調整を行う 

2) 委員長：農業経済局局長 

3) タイ側委員 

a. 農業経済局副局長 

b. 農業情報センター所長 

c. 農業予測情報課長 
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d. 技術経済協力省代表者 

e. タイ側が決定した関係者 

4) 日本側委員 

a. チーフアドバイザー 

b. その他日本人専門家 

c. JICA タイ事務所代表者 

d. JICA により派遣される関係者 

5) その他：FAO 

 

(2) 運営委員会 

1) 機能 

a. 詳細活動計画の策定及び改善を行う 

b. 活動のモニタリング、調整及び評価を行う 

c. 活動の進捗状況を総括し、それを合同調整委員会に報告する 

2) 委員会アドバイザー：農業経済局局長 

3) 委員長：農業経済局副局長 

4) タイ側委員 

a. 副プロジェクトダイレクター 

b. プロジェクトマネージャー 

c. 副プロジェクトマネージャー 

d. 各ワーキンググループ長 

5) 日本側委員：プロジェクト専門家 
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第６章 ASEAN 及び FAO との連携 
（相互の関連については付属資料Ⅱ-6 参照） 

 

６－１ ASEAN との連携 

６－１－１ AFSIS 発足の経過 

2001 年 7 月にタイ国で開催された ASEAN 食料安全保障協力及び米備蓄管理システムについ

てのワークショップ以来、ASEAN 地域における食料安全保障の仕組みについて活発な議論が

行われている。 

2002 年 10 月 5 日インドネシア・メダンで開催された第 1 回 ASEAN＋3 農林大臣会合におい

て域内の食料安全保障の強化を図る観点から、①東アジアにおける米の共同備蓄管理システム

研究の実施、②FAO との連携の下での ASEAN 食料安全保障情報システム（AFSIS）の開発に

ついて合意され、我が国はそれぞれの実施、開発につき必要な支援を行うことした。 

2002 年 8 月 AFSIS テクニカル・ミーティングが行われ、AFSIS のコンセプト、アクションプ

ランについて議論され、10 月初旬の高級事務レベル会合及び第 2 回 ASEAN＋3 農林大臣会合

において AFSIS プロジェクトの実施プラン（PIP）が正式に合意され、2003 年 1 月から AFSIS

事業の運営母体である AFSIT Center が設置されることとなった。 

 

６－１－２ AFSIT センターの任務との連携 

AFSIT センター任務は主として、①ASEAN 各国が食料安全保障関連情報を収集・分析・交

換するための必要な人材育成、②パソコンをネットワークに接続して、ASEAN 各国の中央と

地方、ASEAN 各国と AFSIS をつなぐ情報交換システムの確立である。 

本技術プロジェクトは、農業・協同組合省経済局（OAE）の人材開発、組織強化を通じた AFSIT 

Center の運営支援とタイの食料・農業統計情報の収集、分析、利用技術を AFSIT Center を通じ

ての ASEAN 各国に普及することを目的としている。このことにより、ASEAN 各国の農業統計

局は的確かつ正確な情報をタイムリーに提供することが可能となり、ひいては ASEAN 各国の

食料安全保障政策の的確な立案に資するとともに、米備蓄計画等の ASEAN 地域の食料安全保

障の枠組みが強化されることとなる。 

   ASEAN へ拠出金は、前述した AFSIT Center の任務を遂行するためのものであり、AFSIS 事

務局の維持管理費のほか、セミナー、研修等の旅費やパソコン等の情報分析機器に充てるため、

2002 年度から 5 年間拠出されることになっている。具体的には、AFSIT Center の担い手である

タイ国農業・協同組合省農業統計局が主体となって、拠出金先の農林水産省国際統計室との連

携を密にし、ASEAN 各国との調整を行い決定していくことになっている。 

 

６－２ FAO との連携 

農林水産省から FAO へも拠出金を出し、①農業統計情報交流ネットワークシステム、②栄養不
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足主要因データベースの開発（Asia FIVIMS）、③中長期食料需給予測モデルの開発に取り組み

AFSIT Center の活動を技術的側面から支援することにしている。 

農業統計情報交流ネットワークシステムは、アジアにおける地域的なデータ交換システムの構

築を進めており、ここで開発されるデータ交換システム（ハード、ソフト）は AFSIS 情報ネット

ワークの原型となるものである。このプロジェクトは 12 月 19 日～12 月 26 日までシステムの稼

動とインターネットへの接続状況をチェックするため、ラオスで第 1 回のパイロットテストを実

施した。その後は来年の 2 月にはスリランカで第 2 回を実施し、5 月には非 ASEAN 国へのパソコ

ンの配備を完了する予定となっている。 

栄養不足主要因データベースの開発（Asia FIVIMS）は、栄養不足・潜在的危険性にある人々や

地域を分析し、栄養不足の原因を特定するとともに、得られた情報をデータベース化しマップ情

報で提供するものである。Asia FIVIMS プロジェクトは、来年の 4 月には FAO 本部から FAO RAP

（バンコク）に移り、本格的な活動に入り、社会・経済分野等の幅広いデータを必要としている

が、AFSIT センターでは農業統計情報分野に係わるデータを中心に協力することにしている。 

中長期食料需給予測モデルの開発プロジェクトは、各国ごとの食料の中長期需給予測情報を作

成し、提供することを目的としており、タイ国を含む ASEAN 各国においても活用できるもので

ある。同プロジェクトの開始に向けた準備が進められており、AFSIT Center では農業統計情報分

野に係わるデータを中心に協力することにしている。 

このように本技術プロジェクトは、我が国から ASEAN 及び FAO への拠出金による事業と密接

に連携しながら進めることになる。 
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第７章 PDM に関する分析 

 

ワークショップと討議の結果に基づき、ここに暫定的プロジェクトの基本的枠組を記述する。

ただし、プロジェクト構想に関する誤解を避けるため、以下の要注意事項への配慮が必要である。 

プロジェクトの基本的枠組は、R/D 締結の際に確定される。 

要注意事項 

－AFSIT Center にかかわるプロジェクト目標並びにアウトプット 

“中心的組織としての OAE ” 

AFSIT センターの設立後、OAE は二つの役割を担うこととなる。一つは AFSIS の人材育成並

びに情報ネットワークシステムの中心であり、もう一つは国内の農業政策の計画に貢献する農業

統計と分析の中心的組織の役割である。本プロジェクトは、OAE の人材を育成することにより、

AFSIT プログラムと AFSIS の円滑な実施を目的とした AFSIT センターの支援を行う。さらに、本

プロジェクトによる国内の農業統計の強化という成果が、ASEAN 加盟国のモデルとなる。  

－上位目標 

スーパーゴールを配慮し、暫定的プロジェクトの基本的枠組にある二つの上位目標の順番を変

更している。  

－アウトプット 

アウトプットは二つの要素から成る。一つは AFSIT Center 関連で、もう一つは OAE 関連であ

る。以前の暫定的プロジェクトの基本的枠組では二つであった AFSIT Center 関連のアウトプット

は一つにまとめられ、同時に、表現も以前の注記を配慮してより明確なものに改められている。

またアウトプット項目の順番も、上位目標の順番の変更にあわせて変わっている。 

－活動 

2.1 客観的データ調査手法 

この活動については、モニタリング調査、坪刈調査、サンプル調査を伴う実測調査を想

定している。 

4.1  分析手法 

分析手法としては、産業連関モデル、マクロ経済モデルならびに需給予測モデルを想定

している 

 

７－１ 目標 

(1) スーパーゴール 
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ASEAN＋3 地域の食料安全保障が強化される 

 

 (2) 上位目標 

a. AFSIT Center が開発した統計情報と経済分析手法が ASEAN 加盟国により利用される 

b. OAE が提供する正確な統計情報と経済分析を通じ、農業部門の政策・プログラムが、農

業・協同組合省によりさらに効果的かつ効率的に計画・実施される 

 

(3) プロジェクト目標 

OAE が、農業政策にかかわる統計情報・経済分析でのタイと AFSIS の中心的組織となる

よう強化される 

 

７－２ プロジェクトの成果と活動 

(1) アウトプット 

＜AFSIT Center＞ 

1. 情報ネットワークシステムと需給予測を主とした ASEAN 加盟国向けの農業経済分析の

ための OAE の人材が開発される 

＜OAE＞ 

2. 9 つの農業経済地域事務所（AEZO）のデータ収集手法（米穀を主とする）が改善される 

3. OAE－9 AEZO 間の情報ネットワークシステムが確立される 

4. 農業経済分析手法が開発される 

5. 研修実施能力が開発される 

   

(2) プロジェクトの活動 

      各活動は上記アウトプットにかかわる 

1.1  OAE 職員の能力を養成する：適切な AFSIS 向け情報ネットワークシステム（INS）を

調査研究する能力 

1.2  OAE 職員の能力を養成する：INS を開設、運営、維持する能力 

1.3  INS の利用方法を OAE 職員に訓練する 

1.4  経済分析に関する OAE 職員の能力を、実務経験を通じて強化する 

1.5  OAE 職員の能力を養成する：経済分析モデルを ASEAN 各国向けに修正する能力 

1.6  経済分析と INS の研修にかかわる OAE 職員の能力を開発する 

1.7  関係する職員の能力をモニターする 

2.1 客観的データ調査手法を導入する 

2.2 現在のデータ収集方法を改善する 

2.3 新規手法と改善した現行手法について、9 つの AEZO 職員を対象とした研修を実施する 
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2.4  これらの手法によるデータ調査を立ち上げる 

2.5  AEZO 職員に対する現場での技術指導を行う 

2.6 これらの調査業務を日常業務化する 

2.7 調査業務をモニターし評価する 

2.8 必要に応じ業務内容を修正する 

3.1 情報ネットワークシステム（INS）を設計する 

3.2 OAE と AEZO を結ぶ INS を開設する 

3.3 データ入力と INS 上でのデータ利用インターフェースを含む INS 向けデータベースを 

開発する 

3.4  INS 上のデータ分析プログラムを開発する 

3.5  ネットワーク運営管理、データベース管理、ネットワーク維持に関する研修を実施する 

3.6 INS の利用者研修を実施する 

3.7 INS の運用・維持管理を行う 

3.8 INS の利用状況をモニターする 

3.9 必要に応じ、INS を改善する 

4.1 利用可能な経済分析手法並びに現在 OAEが実施している経済分析業務の調査研究を行   

   う 

4.2 OAE に適した手法を見極める 

4.3 特定のモデルを開発する 

4.4 開発したモデルを検証する 

4.5 モデルに関する利用者研修を実施する 

4.6 モデルの利用状況と経済分析業務をモニターする 

4.7 必要に応じモデル並びに経済分析業務を改善する 

5.1 必要な研修プログラムを確認する 

5.2 研修計画を作成する 

5.3 研修プログラムを開発する 

5.4 研修トレーナーを養成する 

5.5 研修プログラムを実施する 

5.6 研修活動と研修修了者をモニターする 

5.7 必要に応じ研修プログラム並びに研修活動を改善する 

 

＜全般的活動＞ 

以下の項目は、プロジェクト実施の基礎的活動であるが、直接上記のアウトプットにつな

がるものではない。  

6.1 運営管理並びに実施のために必要な組織を設立する 
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6.2 必要に応じ指標の目標値設定と現況の基準値調査を実施する 

6.3 必要な調達手続きを管理運営する 

第８章 プロジェクトドキュメントの作成 

  

 関係者間の情報共有、プロジェクト戦略の明確化等の観点から、プロジェクト効果分析団員を

中心にタイ側との共同作業によりプロジェクトドキュメントを作成することを合意し、目次（案）

をミニッツに添付した。 

 なお、プロジェクトドキュメントは討議議事録（Record of Discussion：R/D）を締結するまでに

内容を確定し、参考資料として添付すると共に、日・タイ両国の署名を行う予定である。 

 また、プロジェクトドキュメントの要約となる事前評価表を併せて作成し、JICA ホームページ

上で公表する。 
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第１章 調査団派遣概要 

 

１－１ 背景 

2001 年 10 月に実施された ASEAN＋3（中国、日本、韓国）農林大臣会議により、ASEAN

食料安全保障情報システム（以下、「AFSIS：ASEAN Food Security Information System」）

の運営組織となる ASEAN 食料安全保障情報・研修センター（以下、「AFSIT Center」）を

タイ農業・協同組合省（MOAC）農業経済局（OAE）内に設置することが合意された。AFSIT 

Center の任務は主に研修を通じた人材育成及び情報ネットワークシステムの確立であり、

OAE は AFSIT Center の円滑な運営を通じてアセアン加盟国の農業統計・経済分析改善に

貢献することが期待されている。  

 一方、タイは 1997 年にアジア通貨危機による深刻な打撃を受け、翌年には経済が大幅

に収縮する事態となったが、この間も農業部門は比較的安定しており、経済危機により失

職した人々を吸収するという実績を残した。その結果、農業部門の重要性が社会的・政治

的に改めて強く認識されるようになってきている。このために政府は農業部門の重要課題

を解決するために、関連政策の立案や実施を試みている。政策の立案や実施に際しては

OAE が提出する農業統計データや経済分析が重要な基礎情報となっているが、現在のと

ころその精度並びに信頼性が十分とは言い難く、また、結果の公表時期についても調査終

了時から 1 年を経過する場合があるなど時宜を得たものになっておらず、政策立案者への

適切な情報提供が急務である。  

 これらの課題をタイが解決するためには OAE 自身が農業統計情報を収集、分析及び利

用するための技術を習得し、国内における農業統計・経済分析活動の円滑化を目指すと共

に、将来的にはアセアン各国への普及も念頭においた情報ネットワークシステム及び経済

分析の開発に対応できる人材を育成する必要がある。このような経緯から、タイ国政府は

日本政府に対して農業統計及び経済分析開発に関する技術協力プロジェクト（農業統計及

び経済分析開発：ASEAD プロジェクト）を要請してきた。  

 国際協力機構（JICA）はプロジェクトの実施妥当性を確認し、実施に必要な情報を集め

るために、第 1 次、第 2 次事前評価調査団を派遣し、プロジェクトの枠組みを形成した。

タイ政府とのプロジェクト実施に関する国際約束締結を経て 2003 年 7 月 1 日に R/D を締

結し、同年 7 月 16 日よりプロジェクトを開始した。  

プロジェクト開始から約 7 カ月が経過するにあたり、プロジェクトでは目標を達成する

ための具体的な活動計画と、モニタリング・評価のための指標を定める段階であり、プロ

ジェクトの今後の計画を打ち合わせるために本調査団を派遣することとなった。  

 

１－２ 調査団派遣の目的 

(1) プロジェクト進捗状況の確認 

(2) PDM（Project Design Matrix）の改訂（表現の修正、指標の確定等） 

(3) 詳細活動計画（PO：Plan of Operations）の確定 

(4) 現状での懸案事項に対する助言 

(5) 実施体制の再確認（プロジェクトと AFSIS プロジェクトとの関わり等）  



Ⅲ- 6 

(6) プロジェクトの今後の活動計画等打合せ 

 

１－３ 調査団の構成 

氏  名 担当分野 所        属 

江種 利文  
 

総括  
 

国際協力事業団   
農業開発協力部農業技術協力課 課長代理  

國光 義彦  
 

農業統計  農林水産省  
大臣官房統計部統計企画課 課長補佐  

波多野 誠  
 

協力計画  国際協力事業団   
農業開発協力部農業技術協力課  

 

１－４ 調査日程 

月日  曜日  行程  宿泊地  
2/9 月  成田（JL717）10：55→バンコク15：55 バンコク

2/10 火  （午前）  
＊プロジェクト専門家との打合せ  
＊農業情報センター（CAI）Montol所長表敬  
＊JICA専門家との打合せ  

「タイ及びASEAN諸国の食料安全保障計画」岩濱専門家  
（午後）  
＊農業・協同組合省農業経済局（OAE）Suthiporn局長表敬  
＊JICA事務所打合せ  
＊日本大使館表敬・打合せ  
＊FAOアジア太平洋地域事務所  江浦専門家との打合せ  

↓ 

2/11 水  （午前）移動（車）：バンコク→ナコンラチャシマ  
（午後）＊ROAE5（ナコンラチャシマ）視察・協議  
    ＊キャッサバ坪刈り視察  

ナコンラ
チャシマ

2/12 木  （午前）移動（車）：ナコンラチャシマ→コンケン  
    ＊サトウキビ加工工場視察  
（午後）＊ROAE4（コンケン）視察・協議  
（夜） 移動（飛行機)：コンケン→バンコク  

バンコク

2/13 金   農業・協同組合省農業経済局（OAE）表敬・協議  ↓ 
2/14 土   資料整理、ミニッツ（案）作成    ↓ 

2/15 日  資料整理、ミニッツ（案）作成  ↓ 
2/16 月  （午前）＊OAEとのミニッツ（案）協議   

（午後）＊団内打ち合わせ  ↓ 

2/17 
 
 

火  
 
 

（午前）＊JCC準備  
（午後）＊JCC開催  
    ＊ミニッツ署名  

↓ 

2/18 水   バンコク（JL708）8:30 →成田16:10  
 

１－５ 主要面会者 

(1) 農業・協同組合省  農業経済局（OAE）  

Mr. Suthiporn Chirapanda            局長  

Mr. Surasak Tongpian                副局長  

Mr. Montol Jeamchareon             農業情報センター（CAI）所長  

Mr. Chanchai Toviwat               上級統計官  

Ms. Suraporn Issradetkul             上級統計官   

Ms. Pornpun Hensawang             上級政策計画専門官  
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Mr. Suntorn Hemtanont              農業経済情報課専門官  

Mr. Porntep Sangwuwan              情報技術農業データベース課長  

Mr. Banchong Amornchewin          DTEC 日本課長  

 

(2) ROAE4 

Mr. Banloo Chansam                農業経済ゾーン開発計画グループ長  

 

(3) ROAE5 

Mr. Yunyonk Saensingha             農業情報グループ長  

Mr. Yuenyong Theppuanngtong       農業経済ゾーン開発計画グループ長  

 

(4) サトウキビ工場 MITR PHOL 

Mr. Surachai Vichienprakarn         生産部門長  

 

(5) 日本人専門家 

宮永 豊司（JICA 専門家／農業開発計画）  

岩濱 洋海（JICA 専門家／タイ及び ASEAN 諸国の食糧安全保障計画）  

江浦 公彦（FAO アジア太平洋地域事務所専門家／農業統計）  

 

(6) 日本大使館 

萩原 英樹                        一等書記官  

 

(7) JICA タイ事務所 

中井 信也                        所長 

奥邨 彰一                        次長 

沖浦 文彦                        所員 
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第２章 総括報告 

 

「タイ農業統計及び経済分析開発プロジェクト」は、2003 年 7 月 16 日より 5 カ年間の

協力期間のもと開始された。プロジェクト開始より約 7 カ月間が経過したことに伴い、今

次調査団は、プロジェクト活動の進捗状況の確認、PDM/PO の確定、現段階における懸案

事項への対応等を主な目的として派遣された。  

 

２－１ 進捗状況 

プロジェクトは、立ち上がりの時期としては極めて順調に進捗している。これは、下記

に示す通り、タイ側が農業統計の重要性、正確な農業統計に基づく経済分析の重要性、必

要性を十二分に認識している点に起因する。  

特に、タイの農業セクターを取り巻く状況が、プロジェクトの発足と前後して大きく変

化している面に関係している。  

まず第一に、タイの経済が 1997 年以来の経済危機を乗り越え、成長軌道に回復しつつ

あるなかで、OAE が農産物需給、農業生産性と生産費、農業を中心とする食品関連産業

の変化等の状況をデ－タとして的確かつタイムリーに把握し、かつ適切な経済分析能力が

求められるようになったことが挙げられる。  

また第二点目としては、タイ政府が、アセアンの枠組みにおける農業開発、食料安全保

障の強化等あらゆる経済部門における国際協力、貿易の促進を推進していることに伴い、

OAE が農業の国際化に対する国内農業のポテンシャル、農民への影響等について的確な

情報に基づく評価、予測が求められていることが挙げられる。  

プロジェクトの進捗に関しては、一部の活動（データ収集手法の改善分野等）について

は、当初の予定よりも早いペースで進捗している。  

タイ側のプロジェクトへの積極的な取り組み姿勢は高く評価される。意欲の高い C/P の

配置（OAE26 人、ROAE18 人  詳細別添）、本プロジェクトへの予算の積極的な投入（2002

年～2003 年：460 万バーツ実績 /2003 年～2004 年：705 万バーツを予定、1 バーツ＝3 円、

詳細別添）は特に評価される。また、この積極性に呼応した形で、プロジェクトチーム、

JICA 本部も AFSIS 研修コースへの側面支援、時機を得た CAI 所長（プロジェクトマネー

ジャー）の本邦研修の実施、パソコンを中心とした機材供与等まさにタイムリーな活動が

実施された。  

 

２－２ PO 及び PDM の確定 

２－２－１ PDM の改訂 

改訂に係る基本的な考え方は、R/D（2003 年 7 月 1 日締結）に示されたプロジェクト

の M/P の方針、考え方を変えることなく、よりわかり易く具体的な表現に改めると同

時に、タイの農業セクターを取り巻く上記の変化を考慮した一部のプロジェクト活動の

拡大が挙げられる。  

また、今後のプロジェクト活動のモニタリング、評価に用いられるプロジェクト目標、

成果を測る「指標」の設定に関しては、議論に多くの時間を要した。これは、過去にお
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いて JICA が実施した統計関連プロジェクト（旧技プロ）において、プロジェクト当初

から PDM に基づく指標を設定した経験がほとんどなかったことにも起因するが、最終

的に日タイ双方が納得する形で合意され、今後の統計関連「技プロ」に係る PDM の作

成の際には大いに参考になると思われる。  

PDM の改訂に関する詳細については、次章で詳述することとする。  

 

２－２－２ PO の確定 

プロジェクトの 5 つの成果（Outputs）を達成するうえで必要な 5 年にわたるプロジ

ェクト活動（Activities）の詳細計画が日タイ双方合意のもと確定された。PO（Draft）

を作成する際のタイ側 C/P の積極的な参加は、高く評価される。  

今次 PDM 及び PO の確定に際しては、タイ側の PDM に対する深い理解度が大きく貢

献した。これは、プロジェクト開始直後の 2003 年 9 月に実施した PDM に係る研修に本

件プロジェクト関係者が参加したことが大変効果的であった。  

通常プロジェクト開始前の事前調査の段階で、PDM ワークショップ関係者を集めて

実施し、プロジェクトの目的等を明確にする作業を行っているが、実際に開始するまで

にはある程度の時間を要することもあり、PDM 及び PO を確定する前のプロジェクト開

始後早い時期に、上記ワークショップ等を開催することは PDM、PO の位置付けをプロ

ジェクト関係者の間で明確にし、かつ共有するうえで重要なことといえる。  

 

２－３ AFSIS プロジェクトとの関係 

AFSIS プロジェクトと本案件 ASEAD プロジェクトとの関係は、事前調査の段階から明

確な仕切りが行われているものの、実際にプロジェクトが開始され AFSIS プロジェクト

との密接な関係も十分認識する必要があることから、M/M において改めて確認した。  

AFSIS プロジェクトは、食料安全保障関連情報の組織的な収集、取りまとめ、管理、分

析及び普及を通じて、アセアン地域全体の食料安全保障に係る企画、実施監理及び評価を

容易にすることを目的にしている。そのためにはアセアン各国の農業統計情報の整備状況

を踏まえた下記活動を行うこととしている。  

①アセアン地域内の情報ネットワークの構築 

②アセアン各国の人材育成 

2003 年 1 月に OAE 内に設置された AFSIT Center（AFSIS プロジェクトの運営母体）は、

ASEAD プロジェクトの成果である OAE の人材開発と組織強化を通じて、農業統計情報の

収集・利用技術をアセアン各国に普及することを目的としており、この結果、アセアン各

国の農業統計局は的確かつ正確な情報をタイムリーに提供することが可能になり、アセア

ン地域全体の食料安全保障の枠組みが強化されると言う一連の流れになっている。  

 また、ASEAD プロジェクトに加え、農林水産省が FAO に拠出しているトラストファン

ドを用いて実施されている下記 3 つのプロジェクトも AFSIT Center の活動を側面支援し

ている。  
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①食料農業統計データ交換システムプロジェクト 

②中長期食料需給予測モデルプロジェクト 

③栄養不足主要データベースプロジェクト 

上記の関係のもと、ASEAD プロジェクトは PDM に示された 3 分野の活動を通じて、

OAE の人材育成強化を可能にする。したがって、ASEAD プロジェクトで育成された優秀

な人材が、AFSIS プロジェクトの要となって、農業統計情報の収集・利用技術を ASEAN

各国に普及することを可能にせしめることとなる。  

ASEAD プロジェクトの位置付けについては、タイに駐在する関係者（JICA 専門家、FAO

専門家等）は、ASEAD プロジェクトの成否が AFSIS プロジェクトの成否に直接影響を及

ぼし、ASEAD プロジェクトは、まさに AFSIS プロジェクトの目標達成のための前提条件

との見解を示した。  

 

２－４ タイ側の予算投入 

タイ側の予算投入実績、計画は、JICA 実施の他の技プロ案件に比較しても、目を見張

るものがあり、ASEAD プロジェクトに期待するもの、すなわち農業統計分野の強化、さ

らに踏み込んだ経済分析の重要性、必要性についてタイ側の認識が格段に高いものと容易

に理解される。本調査団が、タイ滞在中において、日本政府とタイ政府の間で FTA（自由

貿易協定）交渉が開始されたことも、農業統計の重要性についてタイ政府が喫緊の課題と

位置付けていることが明らかになった。これに伴い、現在、OAE には今までにない正確

かつ緊急な統計情報の提供、右情報に基づく経済分析が求められている。これは、日本政

府にとっても、現在までに信憑性が必ずしも十分とはいえないタイ側農業セクターに係る

正確な状況を捉えるうえでも極めて重要なものと思料される。  

 

２－５ 委託調査員の能力強化 

9 つの ROAE が担当する地方でのデータ収集は、実際には訓練された ROAE 職員が全て

行っているわけではなく、大部分は委託調査員（Enumerators）が実施している。プロジェ

クト開始段階では、能力強化の対象はあくまで OAE、ROAE 職員をターゲットとしてい

た。しかしながら、実際にデータ収集を行う委託調査員の質的向上なしに、正確かつ信頼

性を伴ったデータの収集、またそれらのデータに基づく適切な経済分析の実施は不可能と

判断される。係る状況のもと、技術研修を通じた右委託調査員の能力強化にプロジェクト

として取り組むことが日タイ双方で確認された。ただし、委託調査員の資格、継続性（次

年度も引き続き契約できるのか等）については、十分精査しながら実施することとした。 

 

２－６ 「農業セクターにおける産業分析、マクロ経済モデル」分野の長期専門家の要請 

 上記分野は、現在短期専門家が対応（古河  短期専門家：平成 15 年度 2M/M×2 回 /年）

しているが、FTA 交渉に伴う正確かつタイムリーな統計情報の整備、鳥インフルエンザの

拡大に対する影響分析等、右分野の緊急性、必要性がタイ政府内で高まることに伴い、今

般タイ側より右分野については長期専門家での対応の要請があった。  

 本件については、調査団来タイ時に日本大使館、JICA 関係者、タイ側関係者のとの協
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議から必要性については理解できるが、調査団帰国後、本邦関係者を含めて必要性を十分

確認したうえで、対応することとする。  

 ただし、プロジェクト開始前の事前評価調査の段階においては、右分野への協力は短期

専門家の派遣で十分可能と判断した経緯があるところ、仮に長期専門家で対応する場合で

もまずは 1 年程度で対応した後に、費用対効果（概算 1,200 万円 /年の追加投入要）を十二

分に勘案のうえ、短期専門家での対応も十分視野に入れながら判断すべきである。   
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第３章 調査・協議結果 

 

３－１ これまでの投入実績及び活動実績 

(1) 投入実績 

     プロジェクト開始から約 7 カ月で、日本側・タイ側双方下記の通り投入を行ったこ

とを確認した。機材の調達はすべて現地にて行った。 

  ＜日本側投入＞ 

・長期専門家 

  川崎 陽一郎（チーフアドバイザー）2003 年 7 月 16 日～ 

  小林 俊孝 （業務調整 /研修）    2003 年 7 月 16 日～  

  神宮寺 一誠（農業統計調査）   2003 年 7 月 16 日～ 

横堀 俊一 （データ集計 /情報ネットワークシステム）2003 年 7 月 27 日～ 

  ・短期専門家 

    古河 俊一 （農業セクターに関する産業連関分析及びマクロ経済モデル）  

   2003 年 10 月 24 日～12 月 23 日、2004 年 1 月 19 日～3 月 18 日 

   ・供与機材 （ ）内は設置場所 

   デスクトップパソコン 30 台（AFSIT Center）、27 台（各 ROAE に 3 台ずつ）  

   ノート型パソコン 3 台（CAI）、9 台（各 ROAE に 1 台ずつ）  

   クライアントパソコン 5 台（CAI）  

   ビデオプロジェクター 1 台（CAI）、9 台（各 ROAE に 1 台ずつ）  

   プリンター 1 台（CAI）、2 台（AFSIT Center）  

   サーバー 1 台（CAI）、1 台（AFSIT Center）  

   コピー機（CAI）、ファクシミリ（CAI）  

   ワゴン 1 台（CAI）  

   *3 月中にミニバスが CAI に納入する予定  

・C/P 研修 

   Mr. Montol Jearnchareon（農業統計管理）2004 年 12 月 7 日～12 月 18 日  

   （プロジェクトマネージャー：準高級待遇での受け入れ） 

 

＜相手側投入＞ 

・施設 

OAE 内に専門家執務室を提供、また研修室（AFSIT Center）を整備した  

・C/P の配置  

日本人専門家に対する C/P（OAE 内の農業情報センター各課の課長、作業グループ

のメンバー）及び補助職員を配置 
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（OAE：プロジェクトアドバイザー、プロジェクトダイレクター、プロジェクトマ

ネージャーを含む 26 名、ROAE：18 名）  

・必要予算の措置 

坪刈りにかかる経費、データ入力に関する研修、研修室のリフォーム、  

（2002 年～2003 年度 460 万バーツ（実績）、2003 年～2004 年度 705 万バーツ（予

定））[バーツ＝約 3 円] 

 

(2) 活動実績 

プロジェクト開始後約 7 カ月で各成果ごとに下記の活動を行ったことを確認した。 

1) AFSIS のための人材育成  

＊作物統計調査（コメの坪刈り）に関する研修（2003 年 12 月 1 日～12 月 5 日）  

13 カ国 26 名の研修生に対して実施、OAE のスタッフが主な研修講師を務める  

2) 作物統計調査 

＊キャッサバの坪刈り  

ROAE の C/P に対する研修の実施（2003 年 12 月 25～12 月 26 日）  

委託調査員に対する研修の実施（2004 年 1 月）  

3) データ入力・情報ネットワーク 

＊キャッサバ坪刈り用のデータ集計プログラムを作成  

＊データ集計プログラムに関する実演を実施（2004 年 1 月）  

＊キャッサバの坪刈りのデータ入力に関する研修（2004 年 2 月 6 日）  

＊各 ROAE に 3 台のデスクトップパソコン、1 台のノート型パソコンを設置し、

ROAE 内でのローカルネットワークシステムを構築  

4) 農業経済分析 

＊2000 年産業連関表に関するデータ収集・分析  

＊食料消費調査に関するデータ収集・分析  

＊マクロ経済モデル、コモディティモデルに関する C/P に対する研修の実施  

 

３－２ Project Design Matrix（PDM）の改訂 

３－２－１ プロジェクトの要約（Narrative Summary）  

＜PDM 修正の背景＞  

  プロジェクト発足と前後して、タイ農業政策をめぐる情勢は大きく変化してきている。

すなわち、 

1) タイの経済が 1997 年以来の経済危機を乗り越えて、成長軌道に戻りつつある。そ

のため、農産物需給、農業の生産性とコスト、農業を中心とする食品関連産業の

構造などの変化が加速している。このような状況をデータとして的確かつタイム

リーに把握することが OAE に対して求められるようになった。  
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2) タイ政府は ASEAN の枠組みにおける農業開発、食料安全保障の強化等あらゆる

経済部門における国際協力・貿易の促進を推進している。これに伴い OAE は農業

の国際化に対応する国内農業のポテンシャル、農民のこうむる影響等について的

確な情報に基づく評価、予測を求められている。  

OAE がこれに適切に対処し、タイ国内において農業政策及び諸施策に必要な情報提

供の中心的存在になるよう、統計情報技術の面で支援するために、ASEAD プロジェク

トは以下の活動を強化することが必要である。  

1) 経済分析において、農業セクターの生産費、流通、消費などのデータ収集及び分

析を追加する。 

2) データ処理ネットワークの活動において、経済分析･予測モデルに利用する時系列

データベース開発を含める。 

3) これらの活動を通じて、OAE が農業政策、計画に緊急に必要とされるデータの収

集、分析が迅速かつ的確に行われるよう、人的能力を高める。 

このような視点から、経済分析分野を中心に、調査技術、情報処理分野も含む活動を

強化していく必要があり、それに合わせて活動を見直していく必要がある。 

 

＜PDM の修正＞  

上記のタイの農業事情の変化に対応するため、また PDM の表現ぶりを明確・明瞭に

するために、プロジェクト専門家・カウンターパートで協議の上用意した PDM 修正案

をもとに、今回の調査において PDM 内容の修正についての協議を行なった。修正は R/D

記載の内容を基本的には変更しない範囲で行う。主な修正箇所は次の通り（詳細は添付

の PDM を参照）。  

＊【プロジェクト目標】プロジェクトとアセアン食料安全保障情報システム（AFSIS）

との関係に関する記載について、プロジェクトは AFSIS をサポートするための人

材育成を行なう、と修正した。  

 （理由）プロジェクトは OAE の人材強化を通じて AFSIS を間接的に支援することを

明確に位置づけるため。  

＊【成果 1、活動 1】AFSIS のための農業経済局（OAE）の人材育成の項目に、「データ

収集手法」を加えた。  

 （理由）AFSIS のための人材育成の項目には「情報ネットワークシステム」「農業経

済分析」に加えて「データ収集手法」も対象となるため。 

＊【成果 2】プロジェクトの対象とする作物を「主にコメ」から[主要な作物（コメ、

キャッサバ、サトウキビ、メイズ、大豆）]に修正をした。 

 （理由）当初プロジェクトで対象とする作物は主にコメを想定していたが、先方政府

からの強い要望により AFSIS で対象とする主要作物 5 品目を対象作物とすること

にしたため。  
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＊【活動 2】データ収集に関する研修の対象者に ROAE の職員だけでなく、OAE の職     

員を加えた。  

（理由）実際の研修は OAE 職員も対象にして行うため。 

＊【活動 3】データ分析・情報ネットワークに関する活動に、「9 つの地方農業経済事務

所（ROAE）でのデータ入力・加工を行なう」という項目を加えた。  

  （理由）データ入力・加工は現状ではデータを ROAE から OAE に送付して OAE に

て入力しているが、データ入力を迅速にするために ROAE によるデータ入

力・加工が必要なため。  

＊【活動 4】経済分析に関する活動に、「コスト・消費・流通に関するデータ収集及び

経済分析」を行うという項目を加えた。  

   （理由）タイを取り巻く急激な農業事情の変化に伴い、より正確な経済分析が求める 

ために、コスト・消費・流通に関してもデータ収集を行い、経済分析をする

必要がでてきたため。 

 

３－２－２ 指標（ indicator）の設定  

  プロジェクトの目標・成果を評価するために必要な指標及びその入手方法について、

明確に設定するべく、専門家、C/P と協議を行った。指標設定にあたっては、できる限

り数量的に定めるように配慮をした。定まった各目標・成果に対する指標は次の通り。 

【上位目標 1】 

AFSIT Center による統計情報や経済分析の手法がアセアン各国で利用される。 

（指標） 

1-1 AFSIS のデータベースが定期的に更新され、アセアン各国に利用される。 

1-2 OAE が農業統計・情報、経済分析に関する支援をアセアン各国に対し継続する。 

⇒  アセアン各国向けの目標に対する指標であり、1-1 についてはデータベースの更

新・閲覧履歴を確認することで測ることができる。また 1-2 については AFSIS で

できあがるネットワークを活用して達成することができると考える。  

 

【上位目標 2】 

OAE による正確な統計情報や経済分析を通じて効率的・効果的に MOAC が農業セク

ターの政策立案や施策を策定し実施する。  

（指標） 

2-1  改善された調査システム、経済分析手法が OAE にて継続的に使われる。 

2-2  統計情報、分析結果が定期的に公表され、MOAC のドキュメントに引用・参照

される。 

⇒  タイ国内向けの目標に対する指標であり、OAE にて成果 2～4 を達成すること

で、調査システム、経済分析手法の改善を図ることができ、その結果を MOAC が

活用することで、現状より効率的・効果的に農業セクターの政策立案や思索の策

定をすることができると考える。2-2 については MOAC の作成するドキュメント
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の引用・参考文献より確認できる。  

 

【プロジェクト目標】 

OAE がタイの農業政策に関して、また AFSIS の人材育成を支援するために、農業統

計情報と経済分析の中心的機関として強化される。  

（指標） 

1. OAE によって正式に公表された統計情報、経済分析の結果が関連する公的・私的

機関に利用される。 

2. OAE 職員が講師となる AFSIS 研修の割合が 50％を超える。  

⇒  OAE による統計情報、経済分析の精度が上がることで、農業政策立案における

OAE の役割はより大きくなると考える。1.は関連機関における文書の引用回数よ

り測ることができる。また AFSIS の人材育成を支援するためには、OAE の職員が

多くの AFSIS 研修において講師になれることが必要である。 

 

【成果 1】 

ASEAN 各国のためのデータ収集手法、情報ネットワークシステム、食料需給予測を

含む経済分析に関し、OAE の人材が育成される。  

（指標） 

1. AFSIS で研修講師を務めることのできる能力を持つ OAE の職員が下記分野につい  

て必要人数いる。  

＊データ収集手法：4 名  

＊データ加工・情報ネットワークシステム：5 名  

＊経済分析：4 名 

⇒  AFSIS で講師を務めることのできるレベルの知識・技術また英語力を身につけ

ることでアセアン各国向けの人材が育成されたと判断する。指標の人数比は求め

られる分野の難易度に基づく。  

 

【成果 2】 

OAE、ROAE における主要作物*のデータ収集手法が向上する。  

＊主要作物：コメ、キャッサバ、サトウキビ、メイズ、大豆 

（指標） 

1. 2007 年 7 月までに主要作物それぞれの収穫時期に合わせて生産調査が行われる。 

2. 精度の高い主要作物の生産調査の結果が調査後 4 カ月以内に入手できるようにな

る。  

3. 主要作物の収量統計に関する標本推計値の実績精度は、地域レベル、全国レベル

でそれぞれ 5％、3％の精度を下回らない。  

⇒  データ収集手法が向上するためのポイントとして(1)収穫時期に合わせて生産

調査が行える、(2)調査結果が早く入手できるようになる、(3)実績精度が現状よ

り小さくなる、ことが求められる。現在のところ調査結果が公表されるのには約

1 年かかっており、これを 3 分の 1 の 4 カ月には短縮できるとの判断をした。  



Ⅲ- 17 

【成果 3】  

OAE と ROAE 間の情報ネットワークシステムが確立され、より改善される。  

（指標） 

1. 主要作物の生産調査における ROAE、OAE によるデータ入力及び加工のために必

要な時間が、2003 年に比べ 50％に短縮される。 

2. 9 カ所の ROAE すべてでホームページが立ち上がり、地域の統計情報が公表され

る。 

⇒  現状ではデータ入力は ROAEでは情報収集を行うだけで入力は OAE で行ってい

るが、プロジェクトにおいて ROAE にてデータの入力・加工をできるようにする

予定である。その結果につき、情報ネットワークシステムを活用して ROAE から

OAE に送付できるようになれば、プロジェクト開始の 2003 年に比べ、50％は情

報の入力・加工に関する時間を短縮できると考える。成果 2 の指標 2 を達成する

ためにも 50％は妥当な基準である。また ROAE でホームページが立ち上がること

で、収集したデータや OAE で分析した結果をタイムリーに、ROAE にても公表で

きるようになる。  

 

【成果 4】  

農業経済分析の手法が開発・改善される。 

（指標） 

1. OAE による統計分析のレポートが年に 2 回発行される。 

2. 農業セクターにおける産業連関表（5 年おき）、マクロ経済モデル、商品需給モ     

デル（毎年）の結果が、毎年公表される。 

3. 5 年ごとに基準年を改正する農業用産業連関表及び毎年改正する農業部門分析用

マクロ経済モデル、農産物需給モデルの進捗状況が、年に 1 回報告される。 

4. 産業連関表、マクロ経済モデル、商品需給モデルに関する分析レポートが、少な

くとも年に 1 回発表され、そのセミナーやワークショップにおいて公的セクター、

私的セクター合わせた参加者が 100 人以上となる。 

⇒  本プロジェクトでは経済分析として、産業連関分析、マクロ経済モデル、商品

需給モデルを用いるが、現状ではそれら分析が十分にできていない。プロジェク

トの成果としてレポートの発行・結果の公表、セミナーやワークショップの実施

を通じて、成果を測ることができる。 

 

【成果 5】 

OAE の研修能力が強化される。 

（指標） 

1. OAE や ROAE の職員に対して、統計情報収集、データ加工・情報ネットワークシ  

ステム、経済分析に関する研修が毎年 8 回実施され、毎年 300 人の職員が研修さ

れる。 

2. ROAE 職員に対して農業統計や情報に関して研修できる OAE の職員が 15 名、現

地調査員に対してデータ収集手法について研修できる ROAE の職員が各 ROAE に
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3 名ずついる。 

⇒  成果 2～4 の成果を広めるために研修を実施する予定であり、毎年 8 回はおこな

うべきとの判断をした。また統計情報収集、データ加工・情報ネットワークシス

テム、経済分析に関し ROAE 職員に対して研修のできる OAE 職員が、約 25 名い

る OAE 職員の C/P のうち 15 名は育成されるべきであり、また現地調査員に対し

て坪刈りによるデータ収集手法について研修できる ROAE 職員が 3 名は育成され

るべきと考える。 

 

３－３ 詳細活動計画（Plan of Operation：P/O）の確定  

調査団は、本プロジェクトの専門家から提出された進捗状況報告書（平成 15 年 7 月か

ら 16 年 1 月）に基づき、この間の活動状況を確認するとともに、5 年間にわたるプロジ

ェクト計画である P/O の確定を行った。  

P/O の柱は、①AFSIS 運営に必要な OAE 職員の人材開発、②OAE 及び ROAE における

データ収集手法の改善（主要作物）、③OAE 及び ROAE 間における情報ネットワークステ

ムの確立と発展、④農業経済分析の開発、⑤OAE 職員の研修能力の開発からなっている。

詳細内容は付属資料Ⅲ-3 ミニッツ ANNEX2 の通りであるが、以下ではその分野ごとに、

その主要な活動計画を紹介する。 

 

３－３－１ AFSIS 運営に必要な OAE 職員の人材開発  

AFSIS プロジェクト運営に必要な農業統計情報の収集、分析、利用技術等は、OAE

における人材開発、組織強化により達成された成果が AFSIT センターを通じて各国に

普及されることになる。そのためには、OAE 職員の人材開発が重要となるが、本プロ

ジェクトの活動による技術移転や AFSIS の研修・会議等の運営で得た貴重な体験を通

じ、OAE 職員は着実にそのスキルを身に付けている。  

例えば、昨年 12 月バンコクで開催された第 1 回 AFSIS 研修では、JICA 専門家の指導

の下、OAE の C/P が主体となり、標本理論、坪刈り調査手法、面積実測調査等の講義・

演習を的確に実施したほか、AFSIS 第 1 回フォーカルポイントミーティング（2003 年 3

月）及び第 2 回フォーカルポイントミーティング（2004 年 2 月）の準備・運営おいて

も中心的な役割を果たし、自信をつけている。  

この時反省点として浮上したのが、アセアン各国に普及させる技術能力よりも、その

技術を各国に正確に伝える「英語の語学力」である。この問題を克服するため、早速

OAE では、会話力・表現力を身に付ける研修を定期的に開催し、AFSIS 等の国際舞台

で活躍できる人材の育成を図ることにしている。  

 

３－３－２ 農業統計調査分野 

OAE 及び ROAE におけるデータ収集手法の改善に関わる活動計画は、主に①収量調

査、②面積調査、③予測調査から構成されている。収量調査は、昨年 9 月キャッサバの

坪刈り調査手法のデモンストレーションを、東北タイにある ROAE の第 3 事務所（ウ

ドンタニ）、第 4 事務所（コンケン）、第 5 事務所（ナコンラチャシマ）で実施した。  

科学的な手法により得られた実測調査結果が、これまで ROAE が認識していた収量と
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大きく異なることが判明したが、このことが OAE 及び ROAE に対し、調査改善の緊急

性・必要性を認識させることになった。  

これ以降、本プロジェクトの活動に対するタイ側の姿勢は積極的で、農業調査改善の

第 1 段階であるキャッサバを対象とした試験調査が、昨年 12 月から本年 3 月にかけて

順調に行われ、4 月からはサトウキビを対象とした試験調査が行われる予定である。2

年目以降、第 2 段階としての試行調査及び第 3 段階としての本格調査が米、キャッサバ、

サトウキビ、トウモロコシ、大豆の 5 品目を対象に実施される。  

面積調査については、収量調査が軌道に乗った 2 年目後半から本格的に取りかかるこ

とになるが、これは 2003 年 5 月に実施された農業センサスから得られる結果を本調査

の母集団とすることが、調査を正確かつ効率的に実施する上において重要であるからで

ある。  

予測調査については、生育モニタリングによる手法を採用し、当該年産の収量を短期

間に予測するものである。具体的には標本対象圃場から基準筆を抽出し、圃場から農作

物の生育データを収集し、線形・非線形回帰を使って予測するもので、これに加え、干

ばつ、水害、病虫害の補完情報も収集する。  

 

３－３－３ データ収集 /情報ネットワークシステム 

タイ国は中央と地方を結ぶ情報処理コンピューターネットワークシステム整備のほ

か、種々のデータベース整備、統計調査データの ROAE による地方分散（データ入力・

集計）の導入を図るため、これまで多大な投資を行ってきたが、職員の技術不足から完

成が遅れていた。  

こうした問題に対応するため、本プロジェクトにおけるデータ収集 /情報ネットワー

クシステムに関わる活動計画では、①OAE と ROAE 間の LAN 構築、②ROAE における

ホームページの作成、③農業統計調査結果のデータ処理、④データベースの作成を実施

することにしている。これらに関する技術は我が国の農林水産省ですでに確立され、長

年にわたり運営されているものであり、今後この計画に沿って技術移転が図られる。 

例えば、現在行われているキャッサバ坪刈り試験調査のデータ処理プログラムは、

JICA 専門家の指導の下、情報処理・ネットワークワーキンググループにより開発され、

研修や集計処理において既に活用されている。これまで開発できなかったプログラムが、

時宜を得て開発・活用できたことに対し OAE は高い評価をしており、今後この分野に

おける技術移転に期待が高まっている。  

ROAE のホームページ作成についても着手され順調に推移しており、今後は LAN シ

ステムの構築に向けての精査のほか、データベースの作成に関わる、農業経済分析・

予測のために必要な時系列データベースの開発等が行われる。  

 

３－３－４ 農業経済分析 

本計画に関わる農業経済分析モデルは、①産業連関（投入・産出）、②マクロ経済

モデル、③コモディティーモデルの 3 本立てで構成されている。これらのモデルは、

古河短期専門家が平成 12 年から 14 年間に行った「農業経済分析用産業連関分析及び

マクロ多部門モデル作成」の経験に基づき、タイ国に特化したモデルであり、タイ農
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業・協同組合省幹部との議論を経て確認されたオリジナルモデルである。  

産業連関（投入・産出）モデルは、プロジェクト開始時から 3 年間、またマクロモ

デル及びコモディティーモデルはプロジェクト期間中（5 年間）継続的に開発される。  

このほか、モデルの正確性を高めるための情報収集として、農業セクターの生産費、

流通、消費に関する実態調査（各調査標本数 1,000）を実施する。  

 

３－３－５ OAE 職員の研修能力の開発  

OAE 職員の研修能力の開発は、本プロジェクトの 3 つの専門分野に関わる技術研修

のほか、AFSIS プロジェクトの研修、ワークショップを実施する過程で醸成される。  

例えば、キャッサバ坪刈り試験調査では、JICA 専門家から技術移転を受けた OAE の

職員が自ら研修計画を立案、自ら講師となり ROAE 職員を対象として研修を実施し、

その後 ROAE 職員が委託調査員を指導する研修体制（OJT 手法）が確立された。また、

研修方法にも工夫が見られ、座学のみで終わることなく圃場での坪刈り等の「実習」を

効果的に組み合わせている。  

本プロジェクトは活動を開始し半年以上が経過したが、本プロジェクトの実施に対す

るタイ側（OAE）の協力は C/P の配置、予算措置に見られるように積極的であり、一部

の活動においては当初の予想より早く進捗している。こうした状況の下、P/O で示され

た活動計画は順調に達成されるものと考えられる。  

 

３－４ 実施体制・AFSIS との関係 

３－４－１ 実施体制 

タイ国では、OAE→ROAE→村→委託調査員という段階を経て調査が行われており、

本プロジェクトの調査もこの体制の下で実施されている。  

OAE が調査全般の企画・設計を行い、調査対象作物に関わる調査対象村を抽出の後、

調査時期・報告時期と併せて ROAE に通知される。管轄地域内における調査の実施に

責任を負う ROAE は、送付されたリスト表に基づき、当該村長に調査の実施を指示す

るとともに、委託調査員を選任するよう依頼する。これを受け、村長は調査の実施に最

も適した者を委託調査員として任命し、調査が行われる。  

本運営調査団では、第 4 事務所のコンケン及び第 5 事務所のナコンラチャシマを訪問

し、実施体制を確認したが、以下ではナコルンラチャシマを例に取り実施体制を紹介し

たい。  

この事務所は、秘書課と農業情報課、農業経済開発計画課、農業経済研究・プログラ

ム評価課からなり、総定員は 49 名（公務員 25 名、事務員 13 名、雇用 11 名）で、この

内、本プロジェクトに関わる職員は 21 名（公務員 11 名、事務員 5 名、雇用 5 名）であ

る。  

この事務所では、委託調査員を約 200 名抱え、基本的には毎年研修を行っており、そ

の委託調査員の固定率は 6 割程度である。調査員のレベルは、高卒程度の能力を有し、

調査内容・作物の特性等を熟知している農業従事者のほか、大学生、村長等が任命され、

通常の手当は年間 400 バーツであるが、本プロジェクトでは 1,000 バーツ支給される。 
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３－４－２ 調査手法 

本プロジェクトにおける調査手法の開発は、試験調査、試行調査、本格調査の３段階

を経て進められ、当面キャッサバの試験調査が 1～3 月、サトウキビ調査が 4 月から実

施される。  

試験調査では調査の効率性の観点から、タイ国にある 76 県のうち、おおよそ 80％の

範囲をカバーする県を調査対象県としており、キャッサバの試験調査では 15 県を調査

対象としている。更に、調査対象県ごとに確率比例抽出により 6 村（Primary sampling 

unit）を抽出し、その後、村で管理しているリスト表から任意系統抽出により、各村ご

とに 5 農家（Secondary sampling unit）を抽出する。  

坪刈りを行う圃場の選定は、農家が所有している圃場のうち、最も大きな圃場とし、

下図で示すような「30 spaces method」により、坪刈り箇所を選定する。坪刈り箇所が

決定したら、6 畦（row）、6 株（column）を計測し、1 ㎡当たりの株数を算出する。  

更に、5 株を刈り取り、その重さを計測し、1 株当たりの重量を算出し、下記で示す

ような方法で 1Rai（1,600 ㎡）当たりの収量を算出する。この時、農家の収量に対する

回答誤差を確認するため、単位当たり収量のほか、栽培方法、品種、農薬の散布等の情

報を併せ聞き取るものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎収量の計算式：1Rai（1,600 ㎡）当たり収量  

1 ㎡当たりの株数×1 株当たりの重量×1,600      

 

  本調査では、調査を的確に行うため調査マニュアルに工夫がなされている。マニュア

ルは、OAE の C/P 用、ROAE 用のほか、委託調査員向けにそれぞれ作成されており、

特に調査の最前線で働く委託調査員用のマニュアルは、写真を挿入し分かりやすいもの

になっている。更に調査票には調査の実施を確認するため調査後、農家及び村長が確認

の署名をする欄が設けられている。  
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３－４－３ 集計体制と調査結果 

試験調査で得られた 15 県・450 農家分の調査票の集計は、本来なら、各 ROAE に JICA

が配置したデスクトップパソコン 3 台、ノート型 1 台を利用してデータ入力され、E-mail

で送信の後、OAE で一括集計される。しかし、3 月 4 日～5 日にかけてデータ入力研修

会が AFSIT Center で実施されたことから、今次調査においては、この研修に併せ ROAE

の担当者が調査票を持参し、データを入力し、集計・分析を行った。  

この試験調査に先立ち、昨年 12 月に実施された研修で得られた結果により、1Rai 当

たり収量をみると、坪刈り結果は 4,368kg となり、ROAE がこれまで公表していた収量

（2,800kg）と大きな乖離がみられた。この試行調査の結果は、スティポン OAE 局長、

モントン CAI 所長のほか、プロジェクト関係者に大きな衝撃を与え、これ以降プロジ

ェクト関係者は今回の試験調査結果に強い関心を寄せている。  

なお、試験調査の集計は、情報処理・ネットワークワーキンググループがこの調査の

ために新たに作成した集計プログラム（excel マクロ）により集計される。  

 

３－４－４ 本プロジェクトと AFSIS プロジェクトとの連携  

2001 年 10 月インドネシアで開催された第 1 回 ASEAN＋3 農林大臣会合において、ア

セアン地域全体としての食料安全保障の強化に資する観点から、食料安全保障の状況を

把握・監視する仕組み（「ASEAN 食料安全保障情報システム」（AFSIS）プロジェクト）

の構築が合意され、我が国は必要な支援を行うことした。これを受け、我が国は AFSIS

プロジェクトに必要な事業予算を 2002 年度から 5 カ年間確保し、アセアン事務局に対

し、24 万 6 千 US$の信託基金（トラストファンド）を拠出している。  

AFSIS プロジェクトは、食料安全保障関連情報の組織的な収集、取りまとめ・管理、

分析及び普及を通じて、アセアン地域の食料安全保障に係る企画、実施、監視及び評価

を容易にすることを目的としている。2003 年  1 月には、AFSIS プロジェクトの運営母

体である AFSIT センターが OAE 内に設置され、プロジェクトの拠点としてフォーカル

ポイントミーティング、ワークショップ等の活動をすでに始めている。  

本プロジェクトと AFSIS プロジェクトとの関係については、本プロジェクトが直接

AFSIS プロジェクトを支援するものではなく、OAE における本プロジェクトの成果で

ある農業統計情報の収集、集計及び分析技術等を AFSIT センターの運営支援を通じ、

間接的に支援するものである。  

AFSIS プロジェクトの大きな目標は二つあり、AFSIT Center がプロジェクトの運営母

体となり、①メンバー国の人材開発（研修、ワークショップ等）、②アセアン地域間及

びメンバー国内の情報ネットワークの構築に取り組むものである。  

一つ目の目標であるメンバー国に対する研修、ワークショップ等の人材開発について

は、JICA 専門家の指導を受けた OAE の C/P が農業統計情報の収集、集計及び分析技術

に関する技術を修得し、講師となり加盟各国に当該技術を普及させることになる。2003

年 12 月 1 日～5 日にかけて実施された第 1 回 AFSIS 統計技術研修に際し、JICA 長期専

門家の指導を受けた OAE の C/P が、標本調査の基礎理論、坪刈り調査、面積実測調査

等に関わる研修講師を立派に努めた。AFSIS 研修の講師を努めることは、OAE の C/P

に多大な負担を強いると懸念されたが、AFSIS 研修の講師を努めなくてはならないとい
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う自覚が刺激となり、逆にこのことが本プロジェクトに関わる技術移転をスムーズにし

ており、本プロジェクトと AFSIS プロジェクト間に相乗効果が見られる。  

AFSIS プロジェクトの二つ目の目標であるアセアン地域間及びメンバー国内情報ネ

ットワーク構築のうち、アセアン地域のネットワークについては、本プロジェクトが直

接関わることなく、「アジア食料安全保障情報化推進事業」の一環として実施している

FAO 事業の「アジア太平洋地域食料・農業統計データ交換システム強化プロジェクト」

の成果を導入することしている。一方、メンバー国内の情報ネットワークについては、

前述した本プロジェクトの情報ネットワークグループにより開発されるエクセル・マク

ロプログラムに基づくシステムが普及される。  

この他、AFSIS プロジェクトを技術的に支援する事業として、同じく信託基金を拠出

している FAO の事業である「中長期食料需給予測モデル開発プロジェクト」、「栄養不

足諸要因に係るマッピングシステム（アジア FIVIMS）」があり、本プロジェクトともに

AFSIS プロジェクトを支援することにしている。  

 

３－５ 懸案事項に対する取組み 

３－５－１ ローカルコスト負担 

   プロジェクト実施機関である OAE は 2002/2003 年度に 460 万バーツ、2003/2004 年度

に約 705 万バーツ（1 バーツ＝約 3 円）と積極的なローカルコスト負担（研修の実施費

用等）をしており、JICA 側としては前向きに評価をする。  

OAE は中央と地方を結ぶコンピュータネットワークの整備、様々のデータベース整

備、統計調査データの地方分散処理（ROAE によるデータの入力と集計）方式の導入な

どに多大の投資を行っている。またコンピュータシステムを活用した研修室の整備、坪

刈り調査に対するローカルコスト負担等、多額の予算支出を行っている。このことはプ

ロジェクト活動を円滑かつ迅速に展開する上で大きく役立っている。  

   今後もプロジェクトが進行するに伴い、作物統計調査や経済分析に関する活動を拡大

するに当たりより一層のローカルコスト負担が求められるところ、ミニッツにて OAE

側の積極的な財政負担を確認した。  

 

３－５－２ 作物統計調査における現地調査体制の強化 

統計調査は、現地における情報収集作業が重要である。習熟した現地調査員による調

査の実施が、調査データの正確性を確保する上で必要不可欠である。  

タイの農業統計調査体制を見ると、地方調査機関における正規職員の数は少ない。そ

のため、現地調査は ROAE より委託された調査員によって行われている。したがって

委託調査員の質の向上がきわめて重要になる。OAE も質の高い調査員をリクルートす

る必要性を痛感している。この見地から、委託調査員の人材育成、またそれを担当する

ROAE 職員の訓練をプロジェクト活動の中で重視していく必要がある。  

  当初は作物統計調査に関する人材育成についてプロジェクトでは ROAE の職員の育

成を行なうまでを考えていたが、かかる状況に対応するべく、委託調査員に対する研修

もプロジェクトで対応していくこととする。  

 今回の調査では、委託調査員の調査への理解度、実施手法、取りまとめ方法等の技術
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面について特段問題はなかったが、将来を見据えると統計の重要性、正確性、迅速性と

言ったマインド・セットに関する基礎的な研修の実施も必要である。  

研修内容に加え、重要なことは如何にして委託調査員の定着率を高めていくかである。

今回の調査では、定着率は 60％程度であったが、研修の効果を持続し、調査を適切に

実施していくためには、委託調査員の定着率を 90%近くまで引き上げていくことが重要

である。  

 

３－５－３ 経済分析に関する長期専門家派遣の依頼 

  タイを取り巻く農業事情の変化に対応するべく、農業統計情報に対する新たな期待を

背景に、経済分析分野の役割の重要性が高まっている。現在 OAE が収集・提供してい

る経済統計ではこのような情報ニーズに十分対応できないため、経済分析において、農

業セクターの生産費、流通、消費などのデータ収集及び分析を追加することとなった。

また対象とする作物も主要作物に加え、牛乳、鶏肉、豚肉、野菜、果物等も対象とする

こととなった。経済分析分野の役割の拡大を背景に、OAE 側から現在短期専門家にて

対応している経済分析分野を、長期専門家の派遣に切り替えてほしい旨要請があった。

本件については JICA 本部に持ち帰って検討をし、必要に応じて、プロジェクト、JICA

タイ事務所、DTEC、OAE、農林水産省間で調整を行い対応することとする。  
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プロジェクト終了後の方向性について 

本プロジェクトは、AFSIS プロジェクトを始め、農水省のトラストファンドを活用した

FAO プロジェクトや本年 4 月以降本格的に始動する「東アジア緊急米備蓄パイロットプロ

ジェクト」等とともに、「アセアン地域の食料安全保障体制の確立」と言う大きな枠組み

の中で機能している。  

また、AFSIS プロジェクトは ASEAN＋3（中国・日本・韓国）の合意のもと実施されて

いるが、AFSIS プロジェクトの連絡会合であるフォーカルポイントミーティングにおいて

は、次回 2 月末の開催の際に、中国の積極的な資金関与の表明が予想されている。  

一方、AFSIS プロジェクトが対象としているアセアン各国の農業統計、経済分析のレベ

ルには、タイ、フィリピンといった先進国とラオス、カンボジア、ミャンマー等後発国の

間に大きな差異が存在する。従って、昨年 12 月に実施した第 1 回 AFSIS 研修においても、

データ収集技術を課題にする国とデータ加工を課題にする国に分かれているのが現実で

ある。  

さらに、JICA タイ事務所、日本大使館からの説明によると、昨今タイはタクシン首相

が政権に就いて以降、国際協力への考え方も従来の援助を受ける側から援助国との Mutual 

Benefit に基づくパートナーシップの構築（FTA をはじめ二国間協定の締結を目指す）、ま

た周辺国への国際協力を自ら実施すると言う考え方に明らかに変化しているとのことで

あった。実質的な国際協力への予算投入は十分とは言えなくとも（援助国との cost sharing

等で対応）、援助窓口機関の DTEC をはじめ、タイ各省の国際協力への意識は明らかに変

化が見られるとのことである。ASEAD プロジェクトに関して言えば、JICA の技術協力の

成果として、協力期間終了後、OAE の人材が当初の目的の通り十分養成されれば、プロ

ジェクト終了後の方向性として、タイ自らアセアン周辺国への協力に乗り出すことも方向

性の一つとして検討されるべきである。  

このように ASEAD プロジェクトを取り巻く状況は複雑であり、現時点から本プロジェ

クトの終了後の方向性について考慮に入れながら、プロジェクト活動を展開することが望

ましいと思料される。ついては、本プロジェクトは開始されて 8 カ月が経過しようとして

いるが、中間評価実施時（プロジェクト開始後 2 年 6 カ月を目処に実施）にある程度の方

向性を示唆できるよう現時点から関係機関とともに検討を開始するべきである。  

なお、本邦側においては、「アセアン地域の食料安全保障体制の確立」を考慮し、アセ

アン加盟国の他国においても関連のプロジェクトを立ち上げてはどうかとの意見もある

が、本件に関しては、ASEAD プロジェクト、AFSIS プロジェクトの動向を見極めたうえ、

アセアン全体への具体的な協力方針を関係機関で合意のうえ、新たな展開を検討すること

が望ましい。  
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